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日本原子力発電株式会社概要日本原子力発電株式会社概要

東海発電所（廃止措置中）
東海第二発電所

リサイクル燃料貯蔵（株）
使用済燃料の中間貯蔵施設

（建設中）

青森県むつ市

電力会社
北海道・東北・東京
中部・北陸・関西
中国・四国・九州
Ｊパワー

原子力産業
グループ

三菱・日立・東芝
など

出資

民間の原子力発電専業会社として設立

設立年月日 １９５７年（昭和３２年）１１月１日
発電設備 東海第二発電所 110万kw

敦賀発電所１号機 35万7千kw
敦賀発電所２号機 116万kw
３基合計 261万7千kw

従業員数 １，５６３人(2012年4月末現在)

電力供給 東海第二発電所⇒東京電力㈱
東北電力㈱

敦賀発電所１，２号機⇒関西電力㈱
北陸電力㈱
中部電力㈱

敦賀発電所１号機

敦賀発電所２号機
敦賀発電所３，４号機

（建設工事準備中）

福井県敦賀市

● 茨城県東海村

●

東京都千代田区

本店

●

●
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○原子力発電の日本初の事業化のために設立（昭和３２年１１月）
昭和４１年 東海発電所：日本初の商業用原子力発電所の建設・運転開始

（ガス冷却型原子炉）

昭和４５年 敦賀発電所１号機：日本初の商業用軽水炉の建設・運転開始

（沸騰水型軽水炉） ＊大阪で開催された万国博覧会に送電

昭和５３年 東海第二発電所：日本初の100万ｋＷ級原子力発電所の建設・運転開始
（沸騰水型軽水炉）

昭和６２年 敦賀発電所２号機：日本初の国産改良標準型軽水炉の建設・運転開始

（加圧水型軽水炉）

平成１０年 東海発電所：営業運転停止

平成１３年 東海発電所：日本初の商業用原子力発電所の廃止措置

平成１６年 敦賀発電所３，４号機：日本初の改良型加圧水型軽水炉の建設準備工事開始

平成２３年 日本初の海外原子力発電所建設に向けたＦＳ契約締結

（ベトナム電力公社とＦＳ契約に調印）

日本原子力発電株式会社 沿革日本原子力発電株式会社 沿革

2東海発電所 東海第二発電所 敦賀発電所１号機 敦賀発電所２号機
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敦賀発電所１号機・２号機 概要敦賀発電所１号機・２号機 概要

1号機
(沸騰水型軽水炉)

2号機
(加圧水型軽水炉)

設 備 概 要

●定格電気出力： ３５万７千ｋＷ
熱 出 力 ：１０６万４千ｋW

型 式 ：沸騰水型（ＢＷＲ）

燃 料 ：低濃縮ウラン（約５２ｔｏｎ）

濃縮度 ３．７ｗｔ％

●営業運転開始：昭和４５年３月１４日

設 備 概 要

●定格電気出力：１１６万ｋW
熱 出 力 ：３４２万３千ｋW

型 式 ：加圧水型（ＰＷＲ）

燃 料 ：低濃縮ウラン（約８９ｔｏｎ）

濃縮度 ４．１ｗｔ％

●営業運転開始：昭和６２年２月１７日
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2号機
(加圧水型軽水炉)

1号機
(沸騰水型軽水炉)
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①原子炉建屋
全 高 ：約４９ｍ（地上高）
内 径 ：約３８ｍ
厚 さ ：～約１ｍ
設計圧力： 約０．３５kg/cm2･g

②原子炉格納容器（マークⅠ型）
全 高 ：約３１ｍ
内 径 ：約９～１８ｍ
厚 さ ：約２～４ｃｍ
（鋼板）
容 積 ：約５，６００ｍ３

最高使用圧力：約4.4kg/cm2 ･g

③原子炉圧力容器
全 高 ：約１９ｍ
内 径 ：約 ４ｍ
厚 さ ：約１４cm
設計圧力：約８８kg/cm2 ･g

③原子炉圧力容器

蒸気

制御棒

②原子炉格納容器

発電機

海水主復水器

圧力抑制プール

原子炉再循環ポンプ

①原子炉建屋（放射線管理区域）

タービン

給水ポンプ

給水

タービン建屋
（放射線管理区域）

Ｐ

使用済燃料
貯蔵池
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●発電の仕組み：原子炉の水(冷却材)をそのまま沸騰させて蒸気をつくり、
その蒸気でタービンを回して発電。

敦賀発電所１号機 概略図敦賀発電所１号機 概略図
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①原子炉建屋
全 高 ：約５８ｍ（地上高）
内 径 ：約５５ｍ
厚 さ ：２２ｃｍ

②原子炉格納容器（ＰＣＣＶ）
全 高 ：約６６ｍ
内 径 ：約４３ｍ
厚 さ ：約１．１～１．３ｍ
（PCCV：コンクリート製原子炉格
納容器)
容 積 ：約７３，０００ｍ３

最高使用圧力：約４kg/cm2･g

③原子炉容器
全 高 ：約１３ｍ
内 径 ：約４ｍ
厚 さ ：約２６ｃm
設計圧力：約１７５kg/cm2･ｇ

①原子炉建屋（放射線管理区域）

給水ポンプ

②原子炉格納容器

海水

発電機
タービン

主復水器

一次系冷却材ポンプ

蒸気発生器蒸気発生器

制御棒制御棒

加圧器加圧器

燃料

約1.1m

③原子炉容器

蒸気

給水

タービン建屋
（非管理区域）

燃料
取扱棟

使用済
燃料ピット

Ｐ
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●発電の仕組み：原子炉の水（冷却材）を高温、高圧にして、蒸気発生器に送り、
蒸気発生器の水を蒸気に変えてその蒸気でタービンを回して発電。

敦賀発電所２号機 概略図敦賀発電所２号機 概略図
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福島第一原子力発電所事故を踏まえた
敦賀発電所の安全向上対策について

平成２５年７月
日本原子力発電株式会社
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東京電力㈱福島第一原子力発電所事故の状況

○すべての電源が無くなっても、様々な
○手段やルートで原子炉や使用済燃料
○プールの冷却に必要な電源の確保

○すべての電源が無くなっても原子炉の
○冷却に必要な水と注水手段の確保

○安全上重要な設備の津波による浸水
○防止

浸水防止対策

・消防自動車･可搬式ポンプを配備
・複数のタンク水を冷却水として配備
・大容量海水ポンプ車を配備

等

・シール施工により建屋の扉や貫通部の隙間密封
・密封性の高い水密扉へ取り替え
・防潮堤の設置

等

冷却機能確保

電源確保

敦賀発電所の安全性向上対策

・電源車の配備
・複数のタンク水を冷却水として配備
・大容量海水ポンプ車を配備

等

・地震発生により原子炉は自動停止
・送電線の故障により外部電源が喪失
・非常用ディーゼル発電機が自動起動
・原子炉などの冷却を開始

・原子炉の冷却などに必要な安全上重要な施設が浸水
・非常用ディーゼル発電機の喪失（全交流電源喪失）

・余熱（崩壊熱）を排出する機能を喪失

地震による影響 津波による影響

全交流電源、原子炉等の冷却機能を長期に亘り喪失し、燃料の破損、格納容器の破損に陥った
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敦賀発電所 敷地内破砕帯の評価について

平成２５年７月

日本原子力発電株式会社

【目的外使用禁止、平成25年7月、日本原子力発電株式会社】



敦賀発電所所在地

南越前町

南越前町

高島市

長浜市

長浜市

1

【目的外使用禁止、平成25年7月、日本原子力発電株式会社】



敦賀発電所 全体配置図

敦賀湾

浦
底
湾

敦賀半島

若狭湾

社有地境界

３,４号機
（改良型ＰＷＲ）

建設予定地

1号機
（ＢＷＲ）

2号機
（ＰＷＲ）

原子力機構
ふげん
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敷地内破砕帯に係る調査

敦賀発電所敷地図
Ｄ
－
１
破
砕
帯

浦
底
断
層

２号機

１号機

0 100m

【調査の目的】

3（注）破砕帯はＤ－１のみ記載

敷地内の破砕帯が「活断層」なのかどうか？
（破砕帯が約12万～13万年前に堆積した地層をずらしているか）

【目的外使用禁止、平成25年7月、日本原子力発電株式会社】

※日本の活断層の活動間隔は、平均的には数千年、短いもので千年弱、長いもので数万年。

Ｄ－１破砕帯：２号機原子炉建屋直下に分布

・建設前の調査で活断層ではないと評価し、
国の安全審査で確認済み。〔～1982.1〕

・耐震安全性再評価（バックチェック）の審議
においても再確認（旧原子力安全･保安院、
旧原子力安全委員会）。
〔2008.4～2010.10〕

・3.11地震後、保安院意見聴取会による現
地調査で「浦底断層が動いたときに破砕
帯も引きずられて動く可能性」の指摘。
→追加調査の実施。〔2012.6～〕
（浦底断層に近接した箇所での調査）

Ｎ

Ｓ

Ｅ

Ｗ



Ｋ
断
層

浦
底
断
層

２号機

１号機

敦賀発電所敷地図

Ｄ－１
トレンチ
Ｄ－１
トレンチ

Ｇ
断
層

・トレンチ調査箇所で、Ｄ－１破砕帯
の延長部と考えられる破砕帯を確認
（Ｇ断層）。

・また、調査の過程において、Ｇ断層
の西側にＫ断層を確認。

①Ｇ断層がＤ－１破砕帯の延長部か？

②Ｇ断層の活動時期は？

③Ｋ断層は、Ｄ－１破砕帯と関連する
ものなのか？

④Ｋ断層の活動時期は？

Ｎ

Ｓ

Ｅ

Ｗ0 100m

Ｄ－１破砕帯に係る論点

【規制委員会有識者会合における論点】
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Ｄ
－
１
破
砕
帯

：Ｄ－１破砕帯確認箇所

（注）破砕帯はＤ－１のみ記載
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Ｄ－１トレンチ平面図

北側ピット

標高21.5m 標高20m

標高26m

標高36m

標高46m

南側ピット

Ｄ－１トレンチ状況写真

Ｋ断層

状況写真
撮影方向

トレンチの大きさ
縦：62m、横：77m、深さ：44m

77m

6
2
m

１号機

２号機

Ｄ
－
１

D－5
大深度調査坑

D－6
大深度調査坑

調査位置全体図

Ｄ－１トレンチでの調査

D－1 トレンチ

標高46m

標高36m
標高26m

標高20m

標高21.5m堆積層↑
岩盤↓

Ｇ断層
（Ｄ－１破砕帯）

12万
年
前
の
火
山
灰北側ピット

浦
底
断
層

を
含
む
堆
積
層

9.5万年前、

Ｄ－１トレンチ計画箇所で
ボーリング調査を実施し、
Ｄ－１破砕帯（Ｇ断層）を確認

↓
掘削形状を最適化し、
トレンチ掘削工事を実施

↓
◆北側ピット内にＤ－１破砕帯
（Ｇ断層）を確認

◆西側斜面にＫ断層を確認

5

Ｄ－１トレンチ
鳥瞰イメージ

【目的外使用禁止、平成25年7月、日本原子力発電株式会社】



・有識者会合現地調査（12/1、2、8）
・有識者会合評価会合計５回（12/10、1/28、3/8、4/24、5/15）

＜このうち、当社が出席を認められたのは３回のみ（12/10、3/8、4/24）＞

・有識者会合ピアレビュー（3/8）＜当社出席なし＞
・5/15有識者会合で評価書がとりまとめられ、5/22原子力規制委員会で
了承。 「Ｄ－１破砕帯は、耐震設計上考慮する活断層である。」

6

これまでの主な経緯

◆旧原子力安全･保安院の指示を踏まえ、追加調査開始（平成２４年６月～）

◆原子力規制委員会※での審議

◆当社は、現地調査時点での評価状況に加えて、調査の進捗に応じて、中
間報告書の提出（2/5、3/15）や評価会合での説明（3/8、4/24）を実施。

◆この間、有識者会合において、科学的な根拠に基づかない議論や、中立
性、公正性を欠く審議の進め方がなされたことから、公開質問状や審議の
問題点に関する要請書を再三に亘り提出。
（原子力規制委員会からは、公開質問状や要請書に対する回答はなされていない。）

【目的外使用禁止、平成25年7月、日本原子力発電株式会社】

※平成２４年９月１９日発足



◆当社は、７月１１日、追加調査を実施してきた敦賀発電所敷地内破砕帯

の調査に関する報告書を原子力規制委員会に提出した。

◆去る５月２２日、原子力規制委員会は、２号機原子炉建屋直下を通るＤ
－１破砕帯は「耐震設計上考慮する活断層である」とする旨の評価書を
了承した。
当社は、かねてより、原子力規制委員会有識者会合の審議に関して、６

月末に終了する予定の調査結果を踏まえて判断していただくよう、お願
いをしてきた。

◆このたび提出した報告書は、この調査結果をとりまとめたもので、新た
に得られた知見により、Ｄ－１破砕帯が「耐震設計上考慮する活断層で
はない」ことを、より一層明確に立証することができたと確信している。

◆当社としては、原子力規制委員会に対し、新たな知見が得られたら再度
審議を行うとの基本方針に則り、今回の報告書における新たな知見等を
十分吟味の上審議し、改めて結論を出すよう、強く要望する。

7

敦賀発電所敷地内破砕帯の調査に関する報告書の提出（７月１１日）
【目的外使用禁止、平成25年7月、日本原子力発電株式会社】



Ｄ－１トレンチ状況写真

写真１：北方向を望んで撮影

写真１

写真２

北壁面北壁面

北側ピット北側ピット
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原電道路ピット原電道路ピット

北側ピット北側ピット

１－１ピット１－１ピット

２－１ピット２－１ピット

北壁面北壁面

擁壁撤去背面擁壁撤去背面

Ｋ断層<堆積物中>

写真２：南方向を望んで撮影

【目的外使用禁止、平成25年7月、日本原子力発電株式会社】

トレンチの大きさ
縦：62m、横：77m、深さ：44m

<岩
盤
中>

Ｇ断
層
（Ｄ－
１破
砕
帯
）



Ｋ断層とＧ断層及びＤ－１破砕帯は、「耐震設計上考慮する活断層」ではない

浦
底
断
層

報告のポイント：活動時期

（岩盤）

～②層

③層

D-1破砕帯（Ｇ断層）Ｋ断層
下

上
原電道路ピット
地層堆積状態
（イメージ）

北側ピット～北壁面 地層堆積状態
（イメージ）

下

上

○○○○ 美浜テフラ：約12.7万年前の火山灰

（岩盤）

①層

②層

③層
④→

⑤層

D-1破砕帯（Ｇ断層）

□□□□ K-Tz：約9.5万年前の火山灰

Ｋ断層

⑥層

⑦層

⑧層～

×××× ＤＫＰ：約5.8～5.9万年前の火山灰

●●●● 約13万年前よりも古い火山灰

Ｋ断層：堆積層中の分布

原電道路ピット原電道路ピット

北
側
ピット

北
側
ピット１－１ピット１－１ピット

北壁面北壁面

擁壁撤去背面付近から変位（ずれの量）が
急減し、原電道路ピット付近で消滅
⇒Ｋ断層は局所的なもの

【新知見】美浜テフラの年代値
が判明し、⑤層下部が約１３
万年前の地層であることが
明確となった。

【新知見】③層が約１３万年前
より古い地層であることが明
確となった。

２－１ピット２－１ピット

【従来知見】北壁面：Ｋ断層は、
約１３万年前より古い③層上部
に変位・変形を与えていない。

Ｇ断層（Ｄ－１破砕帯）：岩盤中の分布
（点線はボーリング調査により確認）

擁壁撤去背面擁壁撤去背面
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：当初火山灰を採取した測線（8測線）

：追加して火山灰を採取した測線（10測線）

【新知見】追加のテフラ分析により、
美浜テフラのデータ量を拡充

７月１１日報告書

【新知見】原電道路ピット：Ｋ断層は、
約１３万年前より古い③層上部に
変位・変形を与えていない。（北壁
面に加えての確認）

【従来知見】北側ピ
ット：Ｇ断層（Ｄ－１
破砕帯）は、約１３
万年前より古い①
層に変位・変形を
与えていない。

【目的外使用禁止、平成25年7月、日本原子力発電株式会社】



浦
底
断
層

報告のポイント：連続性

（岩盤）

～②層

③層

D-1破砕帯（Ｇ断層）Ｋ断層
下

上
原電道路ピット
地層堆積状態
（イメージ）

北側ピット～北壁面 地層堆積状態
（イメージ）

下

上

○○○○ 美浜テフラ：約12.7万年前の火山灰

（岩盤）

①層

②層

③層
④→

⑤層

D-1破砕帯（Ｇ断層）

□□□□ K-Tz：約9.5万年前の火山灰

Ｋ断層

⑥層

⑦層

⑧層～

×××× ＤＫＰ：約5.8～5.9万年前の火山灰

●●●● 約13万年前よりも古い火山灰

Ｋ断層：堆積層中の分布

原電道路ピット原電道路ピット

北
側
ピット

北
側
ピット１－１ピット１－１ピット

北壁面北壁面

擁壁撤去背面付近から変位（ずれの量）が
急減し、原電道路ピット付近で消滅
⇒Ｋ断層は局所的なもの

２－１ピット２－１ピット

【新知見】

Ｇ断層（Ｄ－１破砕帯）：岩盤中の分布
（点線はボーリング調査により確認）

【新知見】Ｇ断層（Ｄ－１破
砕帯）と、Ｋ断層の性状
の違いをより詳細に確認

擁壁撤去背面擁壁撤去背面

10

：当初火山灰を採取した測線（8測線）

：追加して火山灰を採取した測線（10測線）

７月１１日報告書

Ｋ断層は２号機原子炉建屋の方向に延びていない

【目的外使用禁止、平成25年7月、日本原子力発電株式会社】



まとめ
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Ｋ断層は、２号機原子炉建屋の方向に
延びていない

Ｋ断層とＧ断層及びＤ－１破砕帯は、
「耐震設計上考慮する活断層」ではない

■美浜テフラは約１２．７万年前に広範囲
に降灰した火山灰であると判明。

■Ｋ断層とＧ断層及びＤ－１破砕帯は、美
浜テフラを含む地層に変位･変形を与え
ていないことを確認。

■Ｋ断層はＤ－１トレンチ近傍で消滅して
いることを確認。

■Ｇ断層及びＤ－１破砕帯の特徴はよく
一致している。一方、Ｋ断層とは異なっ
ていることを確認。

◆７月１１日報告のポイント

◆当社としては、原子力規制委員会に対し、新たな知見が得られたら再度審
議を行うとの基本方針に則り、今回の報告における新たな知見等を十分吟
味の上審議し、改めて結論を出すよう、強く要望。

【目的外使用禁止、平成25年7月、日本原子力発電株式会社】



Ｋ断層とＧ断層及びＤ－１破砕帯の活動時期

 

 

④ 
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Ｋ断層とＧ断層及びＤ－１破砕帯の連続性
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